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産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の収集運搬、処理・処分実績報告書 記入手引き 

〔 本報告の対象となる方 〕 

福島県、郡山市、いわき市の許可をお持ちの 

産業廃棄物の処分業者（中間処理業、最終処分業）及び 

産業廃棄物の収集運搬業者 

 

 

 以下の４点の書類が同封されています。確認してください。 

 （１）依頼文 

 （２）産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の収集運搬、処理・処分実績報告書 

 （３）産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の収集運搬、処理・処分実績報告書記入手引き〔本書類〕 

（４）返信用封筒 
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(1)報告書の作成(電子ファイルによる作成・提出が可能です。ご利用ください。) 

同封された「産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の収集運搬、処理・処分実績報告書」は、福

島県及び(一財)日本環境衛生センターのホームページからダウンロードでき、電子メールに

よる提出もできます。なお、同封された報告書、調査票を用いて記入後、同封の返信封筒に

て郵送又はファクシミリにて送信していただいても構いません。 

 

■報告書の電子ファイルの入手方法 

〔福島県のホームページからのダウンロード〕 

http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16045b/haikibutsutaisaku041.html 
〔（一財）日本環境衛生センターホームページからのダウンロード〕 

http://www.jesc.or.jp/work/tabid/222/Default.aspx 
■報告書の電子メールによる提出方法 

電子メール：hik-r@jesc.or.jp   ※件名には、「福島県報告書」と明記してください。 
※郵送される方でも、報告書の枚数が多い場合は、できる限りＣＤ等、電子データでの提出を

お願いします。 

■ＦＡＸ番号：０４４－２８７－３２５５ 

※すでに、平成２８年度実績分の提出（郵送、電子メールにて）が済んでいる方は、再

提出の必要はありません。 

【注意】この実績報告書は、次の報告書とは別のものです。 

    ・多量（指定）排出事業者の産業廃棄物処理計画及び計画実施状況報告書 

    ・産業廃棄物管理票（マニフェスト）交付等状況報告書 

業 

Ⅱ  作成・提出方法 

Ⅰ 同封された書類について 

本年度においては、平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震及び同地震

に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染に係る状況を把

握するために、通年と異なる報告内容がありますのでご注意ください。 
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⑥：再度報告内容をチェックし、「様式－業Ａ」の「Ⅴ」で、報告（提出）する様式毎に
「有り」又は「無し」を報告してください。

②：処分業者（中間処理業、最終処分業）の方は、「様式－
業Ｂ」を報告してください。

④：「様式－業Ａ」の
「Ⅱ」及び「Ⅳ」で「中間
処理実績」又は「最終処分
実績」を「有り」とした場
合は、「様式－業Ｄ」を報
告してください。

③：収集運搬業者の方で、
「様式－業Ａ」の「Ⅲ」で
「県外への搬出」を「有
り」とした場合は、「様式
－業Ｅ」を報告してくださ
い。

①：実績の有無に関わらず、「様式－業Ａ」を報告してください。

③：「様式－業Ａ」の
「Ⅱ」及び「Ⅳ」で「中間
処理実績」又は「最終処分
実績」を「有り」とした場
合は、「様式－業Ｃ」を報
告してください。

廃棄物の処分業（中間処理業、最終処分業）及び
産業廃棄物の収集運搬業の許可をお持ちの方へ

⑤平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震
に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質によ
る環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃棄物が
ある場合は、「様式－業Ｇ」を報告してください。

本年度においては、市町村及び一部事務組合から委託された災害廃棄
物の処理・処分実績も対象とします。

 

Ⅲ  報告書の記入の流れ 
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産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の収集運搬、処理・処分実績報告書の記入要領 

（別紙の「記入例」を参考にして記入方法を確認してください。） 

 

１．提出の対象者 

  福島県、郡山市、いわき市において、当該年度中に産業廃棄物の処分業及び収集運搬業の許

可をお持ちのすべての方が対象です。処理実績がない場合も、対象となります。 

  また、本年度においては、市町村及び一部事務組合から委託された災害廃棄物の処理・処分

実績も対象とします。 

 

２．報告書の概略 

提出していただく報告書の概略は、以下のとおりです。（許可及び実績状況により異なりま

す。） 

 

様式 提出条件 内容 

業Ａ すべての方 許可内容、実績有無等 

業Ｂ 施設有り 保管状況、中間処理施設・最終処分場の設置状況（処分業） 

業Ｃ 実績有り 中間処理施設、最終処分場における処分実績（処分業） 

業Ｄ 実績有り 同上 

業Ｅ 実績有り 福島県内から県外への運搬実績のある方（収集運搬業） 

業Ｇ 保管有り 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力

発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染の影響によ

り処分せずに保管している廃棄物がある方 

 

３．報告書の記入要領 

●様式－業Ａ 

 平成２９年３月３１日現在における貴社の状況について記入してください。 

 

「Ⅰ 事業概要の表」 

 １ 報告書の提出を行う業者名、事業所の内容について、項目に従って記入してください。 

 ２ 氏名又は名称、住所、代表者氏名及び電話番号は、現在のものを記入してください。 

 ３ 資本金は、千円単位で記入してください。 

 ４ 従業員数は、産業廃棄物処理業に係る事業場における従業員（臨時職員等を含む。） 

数を記入してください。 

 

「Ⅱ 事業概要の表（処分業者用）」 

１ 福島県内（郡山市、いわき市を含む）に中間処理施設、最終処分場を設置されている 

場合は、該当項目を記入してください。 

Ⅳ 記入要領 
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２ 許可の取得状況は、平成２９年３月３１日現在で取得している許可の年月日及び許可 

番号を記入してください。 

３ 一般廃棄物処理業の許可の有無については、「1:有り」又は「0:無し」を選択し、許可を

有している場合は、許可を得ている市町村名及び許可の区分（収集運搬、中間処理、最終処

分の別）を記入してください 

４ 処理（管理）責任者については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１２条第８項 

に基づく産業廃棄物処理責任者を設置している場合はその氏名を、同法第１２条の２第８項

に基づく特別管理産業廃棄物管理責任者を設置している場合はその氏名を記入してくださ

い。 

５ 処分実績及び保管実績は、必ず「1:有り」又は「0:無し」を選択してください。 

 

「Ⅲ 事業概要の表（収集運搬業用）」 

１ 福島県（郡山市、いわき市を含む）で収集運搬業の許可をお持ちの場合は、該当項目 

を記入してください。 

２ 許可番号は、平成２９年３月３１日現在で取得している許可番号を記入してください。 

３ 収集運搬実績及び県外への搬出実績は、必ず「1:有り」又は「0:無し」を選択してくださ

い。 

 

「Ⅳ 災害廃棄物の処理事業概要の表（処分業者用）」 

１ 平成２８年度に市町村・一部事務組合から災害廃棄物の処理を委託された中間処理又は最

終処分の有無については、必ず「1:有り」又は「0:無し」を選択してください。 

 

「記入者部課・氏名」 

１ この報告書の記入者の所属及び氏名を必ず記入してください。 

 

「Ⅴ 報告書チェック欄」 

１ 様式－業Ｂ～業Ｇによる報告について、下記により「1:有り」又は「0:無し」を選択して

ください。 

なお、該当様式に報告する「実績がない」場合は、必ず「0:無し」を選択してください。

ただし、電子ファイルで提出される方は、提出不用となる様式のシートを削除する必要はあ

りません。 
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●様式－業Ｂ 

 平成２８年度における産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物に係る保管状況、中間処理施設の状

況、最終処分場の状況を記入してください。 

 なお、電子ファイルで提出される方で、記入欄が不足する場合は、様式－業Ｂシートを追加し

てください。 

 

 

 

 

「（１）処分せずに保管している産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の状況」 

１ 当該年度内に、処分せずに保管している産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物がある場合、

該当項目を記入してください。 

２ 産業廃棄物の種類は、別紙の分類表の「分類名」と「コード」で記入してください。 

３ 所在地は、実際の保管場所の市町村名を記入してください。 

 ４ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃棄物の

状況は、「様式-業Ｇ)」へ記入してください。 

 

「（２）中間処理施設の状況」 

１ 当該年度に、福島県内（郡山市、いわき市を含む）に中間処理施設を設置されている場合

は、該当項目を記入してください。 

２ 施設区分は、別添の施設区分表から施設区分コードを記入してください。 

３ 処理能力は、能力（規模）と単位を欄を分けて記入してください。なお、基数又は時間は、

備考欄に記入してください。 

 

 

 

 

４ 許可等の有無は、「1:有り」又は「0:無し」を選択してください。 

５ 技術管理者については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２１条第１項に基づく技術

管理者を設置している場合、その氏名を記入してください。 

６ 当該年度内で、休止等により稼動実績がない場合は、備考欄に、「休止」等を記入してく

ださい。 

 

「（３）最終処分場の状況」 

１ 当該年度に、福島県内（郡山市、いわき市を含む）に最終処分場を設置されている場合は、

該当項目を記入してください。 

２ 処分場の種類は、「1:管理型」、「2:安定型」又は「3:遮断型」を選択してください。 

(2)中間処理施設の状況
施設
番号

処 理 施 設 の 名 称

B21 ○○○○○○○ 200 ｍ3 /日

B22 ◇◇◇◇◇◇ 50 ｔ /日

施設区分処 理 施 設 の 所 在 地

△△△△△

△△△△△

11

08

処 理 能 力
許可等 の有

無
備 考

1:有り

1:有り

技術管理者
名

○○○○

○○○○

(8時間)

×2基
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３ 許可等の有無は、「1:有り」又は「0:無し」を選択してください。 

４ 平成２８年度の埋立量は、覆土量を除いたものです。なお、覆土量は、当該年度の覆土量

欄に記入してください。 

５ 自社発生物の埋立量とは、自社の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物の埋

立量です。 

６ 委託による直接埋立量とは、業として受託した廃棄物であって、業として受託した廃棄物

を自社中間処理施設で処理した後の残さ物を除く埋立量です。 

７ 委託廃棄物の自社中間処理後の埋立量とは、業として受託した廃棄物を自社中間処理施設

で処理した後の残さの埋立量です。 

８ 市町村・一部事務組合からの災害廃棄物の埋立量とは、市町村・一部事務組合から災害廃

棄物（一般廃棄物）の処理を委託された埋立量です。 

９ 当該年度末の残余容量とは、平成２９年３月３１日時点の残余容量です。 

10 算定残余容量とは、測量等で実測した残余容量です。「算定した年月日」欄に算定した年

月日を記入してください。 

11 技術管理者については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２１条第１項に基づく技術

管理者を設置している場合、その氏名を記入してください。 

12 当該年度内で、埋立実績がない場合は、備考欄に、「実績なし」と記入してください。 

 

●様式－業Ｃ 

様式－業Ｂで報告した中間処理施設及び最終処分場の処分実績について、記入してください。

なお、処分実績がなかった場合は、記入不要です。 

 

１ Ｃ１～Ｃ５欄を用いて、様式Ｂで報告した施設ごとに該当項目を記入してください。 

２ 施設番号は、様式Ｂで記載されたＢ２１～Ｂ２７、Ｂ９１～Ｂ９３の番号を記入してくだ

さい。 

３ 自社の区分には、業として受託した廃棄物を自社中間処理施設で処理した後の残さ物、自

社の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物の処分実績がある場合のみ、該当欄

に「自」と記入してください。 

４ 廃棄物の種類は、別紙の分類表の「分類名」と「コード」で記入してください。 

５ 「自社で再中間処理・再生・埋立」欄に記入した廃棄物のうち、自社の中間処理施設又は

最終処分場で再度処理を行った場合は、該当する産業廃棄物処理施設欄に再掲してください。 

６ 委託先所在地は、福島県内の場合は市町村名、福島県外の場合は都道府県名と市町村名を

記入してください。 

７ 電子ファイルで提出される方で、廃棄物量の単位を立米（ｍ3）で報告される場合は、「m3」

と半角英数字で記入してください。 

８ 市町村・一部事務組合から災害廃棄物の処理を委託された廃棄物の場合、種類欄に「（災

害廃棄物）」を明記したうえで具体的な種類を記入してください。 

９ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ
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り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法に基づく特定産業

廃棄物等に該当するものは、特定「※２」欄に「○」を付けてください。特定産業廃棄物等

の定義は、P.18の「その他（特定産業廃棄物について）」を参照ください。 

10 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃棄物

は、「保管中」と記入してください。 

 

●様式－業Ｄ 

様式－業Ｃで報告した中間処理施設及び最終処分場の処分実績について、委託者（排出事業者

又は処分業者）ごとに、処分実績を記入してください。 

 

１ 廃棄物の種類は、別紙の分類表の「分類名」と「コード」で記入してください。 

市町村・一部事務組合から災害廃棄物の処理を委託された廃棄物の場合、種類欄に「（災

害廃棄物）」を明記したうえで具体的な種類を記入してください。 

２ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法に基づく特定産業

廃棄物等に該当するものは、特定「※２」欄に「○」を付けてください。特定産業廃棄物等

の定義は、P.18の「その他（特定産業廃棄物について）」を参照ください。 

３ 委託者の区分は、自社の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物の処分実績は

「自」と記入してください。 

また、委託者が処分業者の場合は「業」と記入してください。 

４ 委託者が排出事業者の場合は、「委託者の区分」は記入しないでください。 

委託者の区分欄は、処分した廃棄物が「自社の建設工事又は製造等の事業活動により生じ

た廃棄物」又は「委託者が処分業者」の場合のみ記入してください。 

 

 

 

 

５ 市町村・一部事務組合から災害廃棄物の処理を委託された廃棄物は、「備考」欄に「災害」

と記入してください。 

６ 委託者の住所は、委託者の本社の所在地ではなく排出事業所の所在地又は建設工事等にあ

ってはその現場の所在地を記入してください。福島県内の場合は市町村名、福島県外の場合

は都道府県名と市町村名を記入してください。 

７ 移動式の処理施設で処分された場合の「処分場所」は、処分した市町村名の後に移動式で

あることの旨を記入してください。（例：○○市（移動式）） 

８ 電子ファイルで提出される方で、廃棄物量の単位を立米（ｍ3）で報告される場合は、「m3」、

リットルで報告される場合は、「L」とそれぞれ半角英数字で記入してください。 

 

委託者の区分 

処理施設

①委託者が排出事業者の場合

②委託者が自社(報告者)の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物

③委託者が処分業者

自

業
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９ 電子ファイルで提出される方で、記入欄が不足する場合は、行を追加して記入してくださ

い。 

 

 

 

 

10 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃棄物

は、「保管中」と記入してください。 

 

●様式－業Ｅ 

収集運搬業であって県内から県外への運搬実績がある場合のみ、委託者（排出事業者又は処分

業者）ごとに運搬先及び運搬先の処分実績を記入してください。 

 

１ 廃棄物の種類は、別紙の分類表の「分類名」と「コード」で記入してください。 

２ 委託者の区分は、業として受託した廃棄物を自社中間処理施設で処理した後の残さ物の運

搬実績は「再」、自社の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物の運搬実績は「自」

と記入してください。 

また、委託者が処分業者の場合は「業」と記入してください。 

３ 委託者が排出事業者の場合は、「委託者の区分」は記入しないでください。委託者の区分

欄は、運搬した廃棄物が「業として受託した廃棄物を自社中間処理施設で処理した後の残さ

物」、「自社の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物」又は「委託者が処分業

者」の場合のみ記入してください。 

 

４ 委託者の住所は、市町村名を記入してください。 

５ 運搬先の住所は、都道府県名と市町村名を記入してください。 

６ 電子ファイルで提出される方で、廃棄物量の単位を立米（ｍ3）で報告される場合は、「m3」、

リットルで報告される場合は、「L」

とそれぞれ半角英数字で記入してく

ださい。 

７ 電子ファイルで提出される方で、記

入欄が不足する場合は、行を追加して

記入してください。 

委託者の区分

県外へ搬出

①委託者が排出事業者の場合

②委託者が自社(報告者)の建設工事又は製造等の事業活動により生じた廃棄物

④委託者が処分業者

自

業

③業として受託した廃棄物を自社（報告者）中間処理施設で処理した後の残さ物 再
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●様式－業Ｇ 

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃棄物等がある場合

は、廃棄物等の種類ごとに記入してください。 

 

１ 廃棄物等の種類は、具体的に記入してください。 

２ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法に基づく特定産業

廃棄物等に該当するものは、特定「※１」欄に「○」を付けてください。特定産業廃棄物等

の定義は、別添の特定産業廃棄物等を参照ください。 

３ 保管されている廃棄物等の放射能濃度の測定の有無は、「有」又は「無」を記入してくだ

さい。また、「有」の場合は、測定値欄に、測定結果を記入してください。 

４ 保管の理由は、具体的に記入してください。 

５ 保管量は、平成２９年３月３１日時点の数量を記入してください。電子ファイルで提出さ

れる方で、廃棄物量の単位を立米（ｍ3）で報告される場合は、「m3」、リットルで報告さ

れる場合は、「L」とそれぞれ半角英数字で記入してください。 

６ 保管対象物の発生頻度は、具体的に記入してください。 
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様式-業Ａ

報告者の住所

報告者の氏名

電  話  番  号

資 本 金 12345 千円

従 業 者 数 100 人

有りの場合

1:有り 　　市町村名

　　許可の区分

産 業 廃 棄 物 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 う ち 県 外 へ の 搬 出

1:有り 0712345789 0700045789 1:有り 1:有り

1:有り 8712345789 8700045789 1:有り 1:有り

1:有り 9412345789 9400045789 1:有り 0:無し

中 間 処 理 実 績 の 有 無 最 終 処 分 実 績 の 有 無

1:有り 1:有り

所属　総務部 氏名　福島花子

Ⅴ報告書チェック欄 業Ｂ 業Ｃ 業Ｄ 業Ｅ 業Ｇ

報告する様式の有無 1:有り 1:有り 1:有り 1:有り 1:有り

記 入 者 部 課 ・ 氏 名

い わ き 市

福 島 県

郡 山 市

Ⅳ　災害廃棄物の処理事業概要の表（処分業者用）

平成２８年度の災害廃棄物（市町村・一部
組 合 か ら の 委 託 ） の 処 理 実 績

1:有り1:有り

Ⅱ　事業概要の表（処分業者用）

（ 中 間 処 理 ）

平 成 ２ ８ 年 度 の 処 分 実 績
中 間 処 理 実 績 の 有 無

処 理 （ 管 理 ） 責 任 者

最 終 処 分 実 績 の 有 無

平成24年1月1日

平成24年1月1日

許 可 年 月 日 許 可 番 号

0123-45-4321

収 集 運 搬 業 の 許 可 取 得 の 有 無

Ⅲ　事業概要の表（収集運搬業用）

平成２８年度の収集運搬
実績の有無

保 管 実 績 の 有 無

1:有り

許 可 番 号

平成２８年度の保管状況(処分せずに保管し
ている産業廃棄物又は特別管理産業廃棄
物)

業
者
名

（代）福島一郎

福島一郎

0123-45-6789電 話 番 号

Ⅰ　事業概要の表

代 表 者 氏 名

産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の収集運搬、処理・処分実績報告書

平成２９年○月○○日

㈱○○資源

○○県○○市△△1-2-3

氏 名 又 は 名 称

住 所

0123-45-6789

福島県福島市杉妻町2-16

○○資源㈱

　平成２８年度の産業廃棄物・特別管理産業廃棄物等の処理・処分実績（運搬実績）について、次のとおり報告します。

㈱○○資源リサイクルセンター

福島県における一般廃棄物処理業
の許可の有無

産 業 廃 棄 物 処 分 業

許 可 の 区 分

（ × × 市 ）

事 業 内 容

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 処 分 業

0712345789

○○県○○市××1-1

0700045789

事
業
所

産 業 廃 棄 物

福島太郎

産業廃棄物の中間処理及びプラスチック製品製造

許
可
取
得
の
状
況

福島花子

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物

名 称

所 在 地

電 話 番 号

記 入 例

 

Ⅴ 記入例 
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様式-業Ｂ

平成２８年度実績

(1)処分せずに保管している産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の状況

産業廃 棄物 の種 類( ※) 番号

01 汚泥0210 ｔ　 05 ｔ　

02 ｔ　 06 ｔ　

03 ｔ　 07 ｔ　

04 ｔ　 08 ｔ　

(※)「産業廃棄物の種類」は、別紙分類表のコードNo.及び分類名で記入する。 00 ｔ　

(2)中間処理施設の状況

施設
番号

処 理 施 設 の 名 称

B21 廃プラスチックの破砕施設 50 ｔ/日

B22 廃プラスチックの焼却施設 200 ｔ/日

B23 汚泥の脱水施設 200 m3/日

B24 がれき類の破砕施設（移動式） 300 ｔ/日

B25 汚泥の脱水施設 150 m3/日

B26 廃プラスチックの焼却施設 70 ｔ/日

B27 /日

(3)最終処分場の状況

施設番号

ｍ2 ｍ2 ｍ2

ｍ2 ｍ2 ｍ2

ｍ3 ｍ3 ｍ3

ｔ  ｔ  ｔ  

自 社 発 生 物 の 埋 立 量 ｔ  ｔ  ｔ  

委 託 に よ る 直 接 埋 立 量 ｔ  ｔ  ｔ  

委託廃棄物の自社中間処理後
の 埋 立 量

ｔ  ｔ  ｔ  

市町村・一部事務組合からの災
害廃棄物の埋立量

ｔ  ｔ  ｔ  

ｍ3 ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3 ｍ3

ｍ3 ｍ3 ｍ3

業者名　　㈱○○資源

150

所 在 地 保 管 量

09 福島太郎

1:有り　　0:無し

年　　　月　　　日

×2基

(8時間)

合 計

福島太郎

福島太郎

技術管理者名

福島太郎

福島太郎

福島太郎

135,000

7,110

35,000

800

0

年　　　月　　　日平成29年5月2日

福島太郎

年　　　月　　　日

37,000

800

10

5,800

500

0

年　　　月　　　日

許可等の有無

1:有り

1:有り

1:有り

1:有り

1:有り

B93

埋 立 地 面 積

処 分 場 の 名 称

処 分 場 の 所 在 地

1:有り 1:有り　　0:無し

12,000

処 分 場 の 種 類

備 考

埋 立 容 量

平 成 ２ ８ 年 度 の 埋 立 量 の 計

平 成 ２ ８ 年 度 末 の 残 余 容 量

算 定 残 余 容 量

算 定 し た 年 月 日

技 術 管 理 者 名

平 成 ２ ８ 年 度 の 覆 土 量

平成10年1月1日

1:管理型 1:管理型   2:安定型   3:遮断型

産 業 廃 棄 物 の 種 類 ( ※ )

△△市

保管・中間処理・最終状況の概要表　-　中間処理・最終処分業　-

20,000

許 可 等 の 有 無

設 置 許 可 等 年 月 日

処 分 場 面 積

B91

1:管理型   2:安定型    3:遮断型

保 管 量所在地

○○市××1-1

150

01

○○市××1-1

○○市××1-1

○○市××1-1

処 理 能 力処 理 施 設 の 所 在 地

○○市××1-1

○○市××1-1

01

11

施設区分 備 考

1:有り  0:無し

1:有り

○○第１処分場

××郡□□町1-1

B92

08

09

記 入 例

有機性汚泥の場合

分類名：汚泥

コードNo.：0210

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地

震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質

による環境の汚染の影響により処分せずに保管している廃

棄物の状況は、「様式-業G)」へ記入してください。

市町村・一部事務組合からの災害廃棄物

（一般廃棄物）の場合
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 様
式

-
業

Ｃ

平
成

２
８

年
度

実
績

備
考

名
称

特
定

(※
2
)

特
定

(※
2
)

処
理

(
処

分
)
方

法
再

生
利

用
の

場
合

は
、

具
体

的
な

用
途

量
単 位

委
託

先
名

称
委

託
先

所
在

地
(
※

3
)

方
法

・
(
用

途
)

再
生

利
用

の
場

合
は

、
具

体

的
な

用
途

量
単 位

01
廃

プ
ラ

0
6
0
0

1
,
0
0
0

t
廃

プ
ラ

0
6
0
0

1
,
5
0
0
ｔ

自
社

で
焼

却
5
0
0

ｔ
○

○
資

源
□

□
県

○
○

市
燃

料
と

し
て

リ
サ

イ
ク

ル
8
0
0

ｔ

02
（

災
害

廃
棄

物
）

廃
プ

ラ
5
0
0

t
×

×
興

産
△

△
県

○
○

郡
×

町
埋

立
2
0
0

t

03 04 05 06
自

廃
プ

ラ
0
6
0
0

5
0
0

t
燃

え
殻

0
1
1
2

○
3
0
0
ｔ

×
×

セ
メ

ン
ト

□
□

県
○

○
市

セ
メ

ン
ト

原
料

1
0
0

ｔ

07
廃

プ
ラ

0
6
0
0

2
,
0
0
0

t
×

×
興

産
△

△
県

○
○

郡
×

町
埋

立
2
0
0

t

08
ば

い
じ

ん
1
8
0
0

○
5
0
ｔ

自
社

で
埋

立
1
0

t
×

×
セ

メ
ン

ト
□

□
県

○
○

市
セ

メ
ン

ト
原

料
4
0

ｔ

09 10 11
汚

泥
0
2
1
0

3
,
0
0
0

t
汚

泥
0
2
1
0

1
,
0
0
0
ｔ

建
設

資
材

と
し

て
利

用
1
,
0
0
0

t

12
下

水
道

汚
泥

0
2
1
1

○
2
,
0
0
0

ｔ

13 14 15 16
が

れ
き

類
1
5
0
1

4
5
,
0
0
0

ｔ
が

れ
き

類
1
5
0
1

5
0
,
0
0
0

t
建

設
資

材
と

し
て

販
売

5
0
,
0
0
0

ｔ

17
建

設
系

混
合

物
2
0
2
2

3
,
0
0
0

ｔ
が

れ
き

類
1
5
0
1

1
,
0
0
0

t
建

設
資

材
と

し
て

販
売

1
,
0
0
0

ｔ

18
（

災
害

廃
棄

物
）

コ
ン

ク
リ

ー
ト

5
,
0
0
0

ｔ
木

く
ず

0
8
1
0

1
,
0
0
0

t
○

○
燃

料
□

□
県

○
○

市
チ

ッ
プ

化
燃

料
1
,
2
0
0

t

19
金

属
く

ず
1
2
0
0

8
0
0

t
販

売
8
0
0

ｔ

20
大

谷
石

1
5
3
2

2
0
0

t
保

管
中

2
0
0

ｔ

21
自

ば
い

じ
ん

1
8
0
0

1
0

t

22
汚

泥
0
2
2
1

5
,
0
0
0

t

23
自

木
く

ず
0
8
1
0

8
0
0

ｔ

24
（

災
害

廃
棄

物
）

瓦
5
0
0

ｔ

25

(※
2
) 

平
成

二
十

三
年

三
月

十
一

日
に

発
生

し
た

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
伴

う
原

子
力

発
電

所
の

事
故

に
よ

り
放

出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ
る

環
境

の
汚

染
へ

の
対

処
に

関
す

る
特

別
措

置
法

に
基

づ
く

特
定

産
業

廃
棄

物
等

に
該

当
す

る
も

の
は

、
「
○

」
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。

業
者

名
　

　
㈱

○
○

資
源

B
2
3

B
2
4

B
9
1

委
託

先

処
理

後
の

廃
棄

物
と

量

処
理

量
単 位

自
社

で
再

中
間

処
理

・
再

生
・

埋
立

産
業

廃
棄

物
・

特
別

管
理

産
業

廃
棄

物
・

災
害

廃
棄

物
の

処
理

施
設

に
お

け
る

処
分

実
績

　
　

-
　

中
間

処
理

・
最

終
処

分
業

　
-

処
理

後
の

種
類

(
※

1
)

単 位

処
理

し
た

廃
棄

物
と

年
間

処
理

量

種
類

(
※

1
)

処
理

量

自
社

の
区

分
施

設
番

号
(様

式
B

の
番

号
)

処 理 欄

処
理

後
の

廃
棄

物
の

再
生

・
処

分
状

況

C
1

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
の

破
砕

施
設

C
2

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
の

焼
却

施
設

産
業

廃
棄

物
処

理
施

設
の

種
類

B
2
1

B
2
2

(※
1
) 

「
種

類
」
「
処

理
後

の
種

類
」
は

、
別

紙
分

類
表

の
コ

ー
ド

N
o
.及

び
分

類
名

で
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

(※
3
) 

「
委

託
先

所
在

地
」
は

、
福

島
県

内
の

場
合

は
市

町
村

名
ま

で
、

福
島

県
外

の
場

合
は

都
道

府
県

名
及

び
市

町
村

名
ま

で
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
（
い

ず
れ

の
場

合
も

、
郡

名
ま

で
で

は
×

）

C
3
汚

泥
の

脱
水

施
設

C
4
が

れ
き

類
の

破
砕

施
設

管
理

型
最

終
処

分
C
5

再
掲

再
掲

自
社

の
事

業
活

動
に

よ
り

生
じ

た
廃

棄
物

記
入

例

こ
れ

ら
の

合
計

は
「
処

理
後

の
廃

棄
物

の
量

」
の

合
計

と
一

致

市
町

村
・
一

部
事

務
組

合
か

ら
災

害
廃

棄
物

（一
般

廃
棄

物
）の

処
理

を
委

託
さ

れ
た

廃
棄

物
の

場
合

、
種

類
欄

に
「（

災
害

廃
棄

物
）」

を
明

記

し
た

う
え

で
具

体
的

な
種

類
を

記
入

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
伴

う
原

子
力

発
電

所
の

事
故

に
よ

り
放

出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ

る
環

境
の

汚
染

の
影

響
に

よ
り

処
分

せ
ず

に
保

管
し

て
い

る
場

合
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 様
式

-
業

Ｄ

平
成

２
８

年
度

実
績

業
者

名
　

　
㈱

○
○

資
源

特
定

(※
2
)

委
託

者
の

区
分

備
考

氏
名

又
は

名
称

住
所

(※
3

、
※

4
)

受
託

量
単 位

処
分

方
法

施
設

番
号

(
様

式
B

の
番

号
)
処

分
場

所
(※

4
)

氏
名

又
は

名
称

住
所

(
※

4
)

処
分

内
容

1
廃

プ
ラ

0
6
0
0

○
○

製
鋼

㈱
福

島
市

8
0
0
.0

0
t

破
砕

Ｂ
2
1

○
○

資
源

燃
料

と
し

て
リ

サ
イ

ク
ル

2
廃

プ
ラ

0
6
0
0

□
□

産
業

㈱
茨

城
県

○
○

市
2
0
0
.0

0
t

破
砕

Ｂ
2
1

△
△

市
×

×
興

産
△

△
県

○
○

郡
×

町
埋

立

3
廃

プ
ラ

0
6
0
6

△
△

建
設

福
島

市
5
0
0
.0

0
t

破
砕

・
焼

却
・
保

管
中

Ｂ
2
1
・
B

2
2

△
△

市

4
汚

泥
0
2
1
0

業
○

○
処

理
興

業
福

島
市

3
,0

0
0
.0

0
t

脱
水

(建
設

資
材

に
利

用
)

B
2
3

△
△

市

5
下

水
道

汚
泥

0
2
1
1

○
□

□
市

第
１

下
水

処
理

場
○

○
市

2
0
0
.0

0
t

脱
水

(建
設

資
材

に
利

用
)

B
2
3

△
△

市

6
が

れ
き

類
1
5
0
1

×
×

建
設

□
□

市
2
,5

0
0
.0

0
t

破
砕

(建
設

資
材

に
利

用
)

B
2
4

□
□

市
（
移

動
式

）

7
が

れ
き

類
1
5
0
1

×
×

組
○

○
市

2
,5

0
0
.0

0
t

破
砕

(建
設

資
材

と
し

て
販

売
)

B
2
4

○
○

市
（
移

動
式

）

8
建
設
系
混

合
廃
棄
物

2
0
2
2

×
×

建
設

□
□

市
1
,0

0
0
.0

0
t

破
砕

・
管

理
型

埋
立

B
2
4
・
B

9
1

□
□

市
（
移

動
式

）
・
△

△
市

9
建
設
系
混

合
廃
棄
物

2
0
2
2

×
×

組
○

○
市

2
,0

0
0
.0

0
t

破
砕

B
2
4

○
○

市
（
移

動
式

）
×

×
興

産
△

△
県

○
○

郡
×

町
埋

立

1
0

汚
泥

0
2
2
1

×
×

組
×

×
郡

○
○

町
5
,0

0
0
.0

0
t

管
理

型
埋

立
B

9
1

△
△

市

1
1

木
く

ず
0
8
1
0

自
㈱

○
○

資
源

福
島

市
8
0
0
.0

0
m
3

管
理

型
埋

立
B

9
1

△
△

市

1
2

（
災

害
廃

棄
物

）
コ

ン
ク

リ
ー

ト
災

害
○

○
市

○
○

市
5
,0

0
0
.0

0
t

破
砕

(建
設

資
材

と
し

て
販

売
)

Ｂ
2
1
・
B

2
2
・

B
9
1

△
△

市

1
3

(
災

害
廃

棄
物

)
木

く
ず

災
害

○
○

市
○

○
市

5
0
0
.0

0
t

破
砕

・
焼

却
・
管

理
型

埋
立

Ｂ
2
1
・
B

2
2
・

B
9
1

△
△

市

1
4

(
災

害
廃

棄
物

)
瓦

災
害

○
○

市
○

○
市

5
0
0
.0

0
t

管
理

型
埋

立
Ｂ

9
1

△
△

市

1
5

(
災

害
廃

棄
物

)
廃

プ
ラ

災
害

○
○

市
○

○
市

5
0
0
.0

0
t

破
砕

・
梱

包
B

2
1

△
△

市
○

○
㈱

□
□

県
○

○
市

燃
料

と
し

て
リ

サ
イ

ク
ル

(※
1
) 

「
産

業
廃

棄
物

・
特

別
管

理
産

業
廃

棄
物

の
種

類
」
は

、
別

紙
分

類
表

の
コ

ー
ド

N
o
.及

び
分

類
名

で
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

(※
3
) 

委
託

者
の

「
住

所
」
は

、
本

社
の

所
在

地
で

は
な

く
、

そ
の

廃
棄

物
が

生
じ

た
事

業
所

等
の

所
在

地
又

は
建

設
工

事
等

に
あ

っ
て

は
そ

の
現

場
の

所
在

地
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

(※
4
) 

「
住

所
」
「
処

分
場

所
」
は

、
福

島
県

内
の

場
合

は
市

町
村

名
ま

で
、

福
島

県
外

の
場

合
は

都
道

府
県

名
及

び
市

町
村

名
ま

で
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
（
い

ず
れ

の
場

合
も

、
郡

名
ま

で
で

は
×

）

(※
2
)平

成
二

十
三

年
三

月
十

一
日

に
発

生
し

た
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
に

伴
う

原
子

力
発

電
所

の
事

故
に

よ
り

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

に
よ

る
環

境
の

汚
染

へ
の

対
処

に
関

す
る

特
別

措
置

法
に

基
づ

く
特

定
産

業
廃

棄
物

等
に

該
当

す
る

も
の

は
、

「
○

」
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。

産
業

廃
棄

物
・

特
別

管
理

産
業

廃
棄

物
・

災
害

廃
棄

物
の

処
分

実
績

　
　

-
　

中
間

処
理

・
最

終
処

分
業

　
-

処
分

に
よ

り
生

じ
た

廃
棄

物
の

他
社

等
で

の
処

分
番 号

廃
棄

物
の

種
類

(※
1
)

委
託

者
（
排

出
事

業
者

又
は

処
分

業
者

）
自

社
で

の
処

分
方

法

委
託

者
が

処
分

業
者

の
場

合

自
社

の
事

業
活

動
に

よ
り

生
じ

た
廃

棄
物

の
場

合

記
入

例

市
町

村
・
一

部
事

務
組

合
か

ら
の

災
害

廃
棄

物
（一

般
廃

棄
物

）
の

場
合

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
伴

う
原

子
力

発
電

所
の

事

故
に

よ
り

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

に
よ

る
環

境
の

汚

染
の

影
響

に
よ

り
処

分
せ

ず
に

保
管

し
て

い
る

場
合

市
町

村
・
一

部
事

務
組

合
か

ら
災

害
廃

棄
物

（一
般

廃
棄

物
）の

処
理

を
委

託
さ

れ
た

廃
棄

物
の

場
合

、
種

類

欄
に

「
（
災

害
廃

棄
物

）
」を

明
記

し
た

う
え

で
具

体
的

な
種

類
を

記
入
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様
式

-
業

Ｅ

平
成

２
８

年
度

実
績

特
定

(※
2
)

委
託

者
の

区
分

備
考

氏
名

又
は

名
称

住
所

(※
3

、
※

4
)

受
託

量
単 位

許
可

番
号

氏
名

又
は

名
称

住
所

(
※

4
)

処
分

方
法

（
最

終
的

な
処

分
方

法
ま

で
）

備
考

1
廃

プ
ラ

0
6
0
0

○
○

工
業

㈱
福

島
市

2
0
0
.0

0
t

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0

○
○

興
業

×
×

県
×

×
市

焼
却

・
埋

立

2
廃

プ
ラ

0
6
0
1

○
○

自
動

車
㈱

福
島

市
1
.0

0
t

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0

○
○

興
業

×
×

県
×

×
市

破
砕

・
燃

料

3
特

定
有

害
産

廃
7
4
2
6

×
×

電
子

福
島

市
5
0
.0

0
t

9
9
3
4
5
6
7
8
9
1
0

□
□

処
理

興
業

×
×

県
×

×
市

焼
却

4
木

く
ず

0
8
1
0

業
○

○
チ

ッ
プ

㈱
郡

山
市

1
0
0
.0

0
m
3

xx
3
4
5
6
7
8
9
1
0

□
□

処
理

興
業

×
×

県
×

×
市

燃
料

化

5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

(※
1
) 

「
産

業
廃

棄
物

・
特

別
管

理
産

業
廃

棄
物

の
種

類
」
は

、
別

紙
分

類
表

の
コ

ー
ド

N
o
.及

び
分

類
名

で
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

(※
3
) 

委
託

者
の

「
住

所
」
は

、
本

社
の

所
在

地
で

は
な

く
、

そ
の

廃
棄

物
が

生
じ

た
福

島
県

内
の

事
業

所
等

の
所

在
地

又
は

建
設

工
事

等
に

あ
っ

て
は

そ
の

現
場

の
所

在
地

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

(※
4
) 

「
住

所
」
は

、
福

島
県

内
の

場
合

は
市

町
村

名
ま

で
、

福
島

県
外

の
場

合
は

都
道

府
県

名
及

び
市

町
村

名
ま

で
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
（
い

ず
れ

の
場

合
も

、
郡

名
ま

で
で

は
×

）

(※
2
)平

成
二

十
三

年
三

月
十

一
日

に
発

生
し

た
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
に

伴
う

原
子

力
発

電
所

の
事

故
に

よ
り

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

に
よ

る
環

境
の

汚
染

へ
の

対
処

に
関

す
る

特
別

措
置

法
に

基
づ

く
特

定
産

業
廃

棄
物

等
に

該
当

す
る

も
の

は
、

「
○

」
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。

産
業

廃
棄

物
・

特
別

管
理

産
業

廃
棄

物
の

福
島

県
外

へ
の

運
搬

実
績

　
　

-
　

収
集

運
搬

業
　

-

運
搬

先
及

び
運

搬
先

で
の

処
分

方
法

番 号
廃

棄
物

の
種

類
(※

1
)

委
託

者
（
排

出
事

業
者

又
は

処
分

業
者

）

業
者

名
　

　
㈱

○
○

資
源

委
託

者
が

処
分

業
者

で
あ

る
場

合

記
入

例

積
み

替
え

保
管

の
場

合
で

も
、
最

終
的

な
運

搬
先

・
処

分
方

法
が

わ

か
れ

ば
、

そ
れ

を
記

入
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 様
式

-
業

G

業
者

名
　

　
㈱

○
○

資
源

平
成

二
十

三
年

三
月

十
一

日
に

発
生

し
た

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
伴

う
原

子
力

発
電

所
の

事
故

に
よ

り
放

出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ
る

環
境

の
汚

染
の

影
響

に
よ

り
処

分
せ

ず
に

保
管

し
て

い
る

廃
棄

物
の

状
況

保
管

場
所

保
管

の
理

由

う
ち

平
成

28
年

4
月

1
日

～

平
成

29
年

3
月

31
日

の
１

年
間

に
発

生
し

た
量

0
1

自
社

焼
却

灰
○

△
△

市
○

○
町

1
-
1
-
1

有
○

○
～

○
○

B
q/

kg
国

の
基

準
○

○
B

q/
kg

を
超

え
て

お
り

、
処

分
先

が
確

保
で

き
な

い
。

2
,0

0
0

9
0
0

t
H

2
3
年

○
月

○
日

現
在

も
毎

月
○

○
t程

度
発

生
し

て
い

る

0
2

廃
堆

肥
○

△
△

市
○

○
町

1
-
1
-
1

有
○

○
B

q/
kg

国
の

基
準

○
○

B
q/

kg
を

下
回

っ
て

い
る

が
、

利
用

先
が

確
保

で
き

な
い

。
5
0
0

0
t

H
2
3
年

○
月

○
日

現
在

は
堆

肥
化

中
止

し
て

い
る

た
め

、
発

生
し

て
い

な
い

0
3

破
砕

後
の

建
設

資
材

△
△

市
○

○
町

1
-
1
-
1

無
放

射
能

濃
度

は
低

い
と

思
わ

れ
る

が
、

風
評

被
害

で
利

用
先

が
な

い
。

1
,0

0
0

5
0

t
H

2
3
年

○
月

○
日

現
在

も
毎

月
○

○
t程

度
発

生
し

て
い

る

0
4

大
谷

石
△

△
市

○
○

町
1
-
1
-
1

無
放

射
能

濃
度

は
低

い
と

思
わ

れ
る

が
、

風
評

被
害

で
利

用
先

が
な

い
。

5
0
0

0
t

H
2
3
年

○
月

○
日

現
在

、
大

谷
石

の
が

れ
き

類
は

受
入

れ
中

止
し

て
い

る
た

め
、

発
生

し
て

い
な

い

0
5

金
属

く
ず

△
△

市
○

○
町

1
-
1
-
1

有
○

．
○

μ
S
v/

h
業

界
の

受
入

れ
基

準
○

○
μ

S
v/

h
を

超
え

て
お

り
リ

サ
イ

ク
ル

が
な

い
。

1
0
0

5
0

t
H

2
3
年

○
月

○
日

適
宜

、
搬

入
さ

れ
る

廃
棄

物
を

測
定

し
、

業
界

の
受

入
れ

基
準

を
超

え
て

い
る

も
の

を
保

管
し

て
い

る
。

0
6

0
7

0
8

0
9

1
0

(※
1
)平

成
二

十
三

年
三

月
十

一
日

に
発
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分類名 コード 分類名 コード
0100 7000

下記以外 0110 7010
石炭灰 0111 7100
廃棄物焼却灰 0112 7110

0120 7200
0200 7210

下記以外 0210 感染性廃棄物 7300
下水汚泥 0211 7400
下記以外 0220 下記以外 7410
建設汚泥 0221 廃PCB等 7411
上水汚泥 0222 PCB汚染物 7412
道路等側溝汚泥 0223 PCB処理物 7413

0300 7421
下記以外 0310 7422
鉱物系廃油 0311 7423
動植物系廃油 0312 7424

0320 7425
0330 7426
0340 7427
0350 7428
0400 7429
0401 7430
0500
0501
0600
0601 分類名 コード
0602 2000
0603 2010
0604 下記以外 2020
0605 新築系混合廃棄物 2021
0606 解体系混合廃棄物 2022
0607 安定型混合廃棄物 2100
0608 管理型混合廃棄物 2200
0609 シュレッターダスト 2300
0700 2400

下記以外 0710 2410
ダンボール 0711 2420

0800 2430
下記以外 0810 2440
伐採材・伐根材 0811 2450

バーク類、樹皮類 0822 2460
木製廃パレット 0824 2470

0900 3000
0910 下記以外 3010
0911 バイク 3011
1000 自転車 3012
1010 3100
1020 3101

動物系固形不要物 4000 3102
ゴムくず 1100 3103

1200 3104
1210 3105

下記以外 1220 3106
鉛製の管又は板 1221 3107
電線のくず 1222 3108

1300 3109
下記以外 1310 3110
カレット 1311 3111
廃ブラウン管（側面部） 1312 3112
ガラス製廃容器包装 1313 3500
ロックウール 1314 3510
石綿（非飛散性） 1315 3520
グラスウール 1316 複合材 3600
岩綿吸音板 1317
下記以外 1320
コンクリートくず 1321
廃石膏ボード 1322 分類名 コード
ALC（軽量気泡コンクリート） 1323 廃堆肥 0213

1400 瓦 1531
1401 1532
1500 廃船（木船） 3610
1501 廃船（FRP船） 3620
1502 魚網 0610

動物の糞尿 1600
動物の死体 1700
ばいじん 1800
13号廃棄物 1900

大谷石

●その他の廃棄物等
区分

　廃　棄　物　の　分　類　表
※廃棄物の種類は、この表の分類名とコードNo.で記入してください。

廃電気機械器具

下記以外
廃パチンコ機・廃パチスロ機

廃電池類

石綿含有産業廃
棄物

下記以外

廃自動車
廃二輪車

指定下水汚泥

●不可分一体の産業廃棄物
区分

建設系混合廃棄
物

下記以外

管理型建設系
混合廃棄物

特定有害産業廃
棄物

●特別管理産業廃棄物
区分

引火性廃油
下記以外

パーソナルコンピューター
電話機

木くず
繊維くず(天然繊維)
下記以外

冷蔵庫
洗濯機
電子レンジ

PCB等

廃石綿等（飛散性）

安定型建設系混合廃棄物

汚泥（有害）

建設混合廃棄物

冷凍庫

下記以外

鉱さい（有害）
燃え殻（有害）
廃油（有害）

自動販売機
蛍光灯

プリント配線板
テレビジョン受信機
エアーコンディショナー

廃酸

植物性残さ

アスコン破片

引火性廃油（有害）

強酸
下記以外
強酸（有害）

強アルカリ
下記以外
強アルカリ（有害）

ガラスくず、コンクリートくず、陶磁器くず

廃プラスチック類
がれき類
紙くず

廃酸（有害）
廃アルカリ（有害）
ばいじん（有害）
13号廃棄物（有害）

下記以外
鉛蓄電池
乾電池

廃カーボン・活性炭

下記以外
写真定着廃液

油泥

建設工事
の紙くず

廃農業用ビニール

下記以外

汚泥

下記以外
有機性
汚泥

●産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く）

区分

燃え殻

下記以外

焼却灰

無機性
汚泥

廃油

下記以外

一般廃
油

廃溶剤
固形油

油付着物(ウエス等)

廃アルカリ
下記以外
写真現像液

下記以外

塩化ビニル製建設資材
FRP

廃プラスチッ
ク類

下記以外
廃タイヤ
自動車用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾊﾞﾝﾊﾟｰ

建設工事
の木くず

紙くず

下記以外

プラスチック製廃容器包装
発泡スチロール
発泡ウレタン
発泡ポリスチレン

木くず

畳

金属くず

下記以外
鉄くず

非鉄金
属くず

繊維くず 建設工事の繊維くず

動植物性残さ
下記以外
動物性残さ

ガラスくず、
コンクリート
くず及び陶磁
器くず

下記以外

ガラス
くず

コンクリート破片

陶磁器
くず

鉱さい
下記以外
スラグ

がれき類
下記以外

 

Ⅵ その他(廃棄物の分類表、処理施設区分表、産業廃棄物の換算比重表) 
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基準処理能力 許可 指定

汚泥の脱水施設 10ｍ3/日 ０１ ５１

汚泥の乾燥施設（機械） 10ｍ3/日 ０２ ５２

汚泥の乾燥施設（天日） 100ｍ3/日 ０３ ５３

汚泥の焼却施設 5ｍ3/日,200kg/時,面積2ｍ
2 ０４ ５４

廃油の油水分離施設 10ｍ3/日 ０５ ５５

廃油の焼却施設 1ｍ3/日,0.2t/時,面積2ｍ2 ０６ ５６

廃酸・廃アルカリの中和施設 50ｍ3/日 ０７ ５７

廃プラスチック類の破砕施設 5t/日 ０８ ５８

廃プラスチック類の焼却施設 0.1t/時,面積2ｍ2 ０９ ５９

その他の焼却施設 0.2t/時,面積2ｍ2 １０ ６０

がれき類の破砕施設 5t/日 １１ ６１

木くずの破砕施設 5t/日 １２ ６２

その他の処理施設 ６３

有害物質を含む汚泥のコンクリート固形化施設 ２１

水銀を含む汚泥の焙焼施設 ２２

シアン化合物の分解施設 ２３

廃ＰＣＢ等の焼却施設 ２４

ＰＣＢ汚染物の分解施設 ２５

ＰＣＢ汚染物の洗浄施設 ２６

　上記の施設区分コードのうち、「許可」とあるのは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条第１
項に基づく産業廃棄物処理施設設置許可が必要な施設であり、「指定」とあるのは、福島県産業廃棄物等
の処理の適正化に関する条例第３２条第１項に基づく産業廃棄物指定処理施設設置許可が必要な施設及び
その他の施設である。

中
間
処
理
施
設

産業廃棄物処理施設区分表

施設区分コード産業廃棄物処理施設

（備考）

 

 

産業廃棄物の種類 換算比重(t/ｍ3)

燃え殻 1.14(0.8～1.8)

汚泥 1.10(0.8～1.8)

廃油 0.90

廃酸 1.25

廃アルカリ 1.13

廃プラスチック類 0.35(0.1～0.4)

紙くず 0.30(0.2～0.9)

木くず 0.55(0.3～1.0)

繊維くず 0.12

動植物性残さ 1.00(0.8～1.2)

ゴムくず 0.52

金属くず 1.13(0.4～1.7)

ガラスくず及び陶磁器くず 1.00(0.7～1.5)

鉱さい 1.93(0.9～2.1)

がれき類 1.48

ばいじん 1.26

産業廃棄物の換算比重
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特定産業廃棄物・特定一般廃棄物は、放射性物質汚染対処特措法※1施行規則に定められている。 

廃棄物処理法に基づき処理される廃棄物のうち、事故由来放射性物質によって汚染され、また

は汚染されたおそれにある産業廃棄物で、下記に該当するもの※2。 
※1平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放

射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成 23 年法律第 110 号） 

※2放射性物質汚染対処特措法施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年環境省令第 5 号）が平成 28 年

4 月 1 日から施行されており、地域と廃棄物について、以下の通り見直しが行われた。 

 

特定一廃等改正省令による改正後の特定一般廃棄物及び特定産業廃棄物の要件 

施設の種類 廃棄物の種類及び性状 
福
島
県 

岩
手
県 

宮
城
県 

山
形
県 

茨
城
県 

栃
木
県 

群
馬
県 

埼
玉
県 

千
葉
県 

東
京
都 

神
奈
川
県

新
潟
県 

水道施設 

乾燥汚泥（天日乾燥） △  △  △ △ △ △ △ △  △

脱水汚泥、乾燥汚泥（天

日乾燥以外） 
△  △  △ △ △ △ △ △  △

公共下水道及び流

域下水道施設（焼却

設備を用いて焼却

したものを排出す

る施設） 

焼却したもの（ばいじん

については流動床炉から

生ずるものに限る） 
☆    △ △ △ △ △ △ △  

流動床炉以外から生ずる

ばいじん 
☆    ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆  

公共下水道及び流

域下水道施設（脱水

汚泥を排出する施

設） 

脱水汚泥 △     △       

工業用水道施設 脱水汚泥、乾燥汚泥 △  △  △ △ △ △ △ △  △

廃棄物処理施設で

ある焼却施設 

焼却灰その他の燃え殻 ☆ △ △ △ △ △ △ △ △ △   

ばいじん ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆   

集落排水施設 脱水汚泥、乾燥汚泥 △            

－ 廃稲わら ○ ○ ○   ○       

－ 廃堆肥 ○ ○ ○   ○       

－ 除染廃棄物 ○（除染実施区域内） 

－ 
特定一般廃棄物・ 
特定産業廃棄物の処理物

○（地域限定なし） 

（平成 29 年 3 月 31 日現在） 
○：排出時期にかかわらず、特定一般廃棄物・特定産業廃棄物に該当。 
☆：排出時期にかかわらず、特定一般廃棄物・特定産業廃棄物に該当。ただし、特措法の完全施行日 

（平成 24 年 1 月 1 日）以降に排出されたことが明らかな廃棄物であって、一定の条件に該当する

施設として環境大臣の確認を受けた施設から生じるものについては、特定一般廃棄物・特定産業廃

棄物から除外される。 
△：排出時期が特措法の完全施行日（平成 24 年 1 月 1 日）以降であることが明らかな場合以外は、特

定一般廃棄物・特定産業廃棄物に該当。 

Ⅶ その他(特定産業廃棄物について) 


